
別添資料５ 

京都市桃陵市営住宅団地再生事業 

基本協定書（案） 
 

 京都市桃陵市営住宅団地再生事業（以下「本事業」という。）に関して、京都市（以下「甲」

という。）と●、●、●、●及び●を構成員とし、●を代表事業者とする落札者●（以下「乙」

という。）との間で、以下のとおり基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（定義） 

第１条 本協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。なお、本協定中、次の各号に掲げる用語以外の用語の定義は、入札説明書等による。 

 ⑴ 「構成員」とは、乙を構成する各事業者をいう。 

 ⑵ 「代表事業者」とは、構成員のうち、乙を代表する事業者である●をいう。 

 ⑶ 「事業契約」とは、本事業の実施に関し、甲と乙との間で締結される、京都市桃陵市営住

宅団地再生事業契約をいう。 

 ⑷ 「設計事業者」とは、構成員のうち、市営住宅等整備業務のうち設計・調査等を担当する

●をいう。 

 ⑸ 「建設事業者」とは、構成員のうち、市営住宅等整備業務のうち工事（解体を含む）を担

当する●をいう。 

 ⑹ 「工事監理事業者」とは、構成員のうち、市営住宅等整備業務のうち工事監理を担当する

●をいう。 

 ⑺ 「移転支援事業者」とは、構成員のうち、入居者移転支援業務を担当する●をいう。 

 ⑻ 「維持管理事業者」とは、構成員のうち、維持管理業務を担当する●をいう。 

 ⑼ 「付帯事業者」とは、構成員のうち、付帯事業を担当する●をいう。 

 ⑽ 「本選定手続」とは、本事業に関して実施された総合評価一般競争入札方式による民間事

業者の選定手続をいう。 

 ⑾ 「提案書類」とは、本選定手続において、乙が甲に提出した提案書等のほか、甲からの質

問に対する回答書その他乙が事業契約締結までに甲に提出する一切の書類をいう。 

 ⑿ 「提示条件」とは、本選定手続において、甲が提示した一切の条件をいう。 

 ⒀ 「入札説明書等」とは、本事業の実施に関して甲が作成し、令和●年●月●日に公表又は

配布した入札説明書、同入札説明書に添付された要求水準書（別紙等を含む。）、落札者決

定基準、提出書類及びその際に公表又は配付した資料並びに甲の質問回答書及びその際に公

表又は配布した資料の総称をいう。 

 ⒁ 「解体住棟等」とは、先行解体住棟、その他解体住棟及び給水塔等を併せた本事業におい

て解体撤去する建築物をいう。 

 

（趣旨） 

第２条 本協定は、本選定手続により、乙が本事業の事業者として選定されたことを確認し、乙

と甲との間の事業契約締結のための甲及び乙の双方の協力その他本事業の円滑な実施に必要

な諸手続等について定めることを目的とする。 

 

（甲及び乙の義務） 

第３条 甲及び乙は、甲と乙との間の事業契約の締結に向けて、それぞれ誠実に対応し、京都市

会の議決を得て事業契約の効力が生じるように最善の努力をする。 

２ 乙は、提示条件を遵守のうえ、甲に対し提案書類を作成し提出したものであることを確認す

る。また、乙は、事業契約締結のための協議に当たっては、本選定手続にかかる京都市桃陵市



営住宅団地再生事業検討委員会及び甲の要望事項を尊重する。 

 

（業務の受託、請負） 

第４条 本事業に関し、①市営住宅等整備業務のうち解体住棟等の解体撤去及び新棟等等の建設

の設計業務を設計事業者、②市営住宅等整備業務のうち解体住棟等の解体撤去及び新棟等の建

設工事業務を建設事業者、③市営住宅等整備業務のうち本件工事の工事監理業務を工事監理事

業者、④入居者の移転支援業務を移転支援事業者、⑤市営住宅の維持管理業務を維持管理事業

者、⑥付帯事業用地等の取得及び同土地上への施設整備等並びにコミュニティの活性化の取組

を付帯事業者のうちのいずれかが、それぞれ事業契約の規定に基づき担当するものとし、担当

業務を第三者に行わせる場合であっても、事業契約に定める条件を遵守するとともに、担当業

務の全部を第三者に行わせてはならない。 

２ 設計事業者、建設事業者、工事監理事業者、移転支援事業者、維持管理事業者及び付帯事業

者は、事業契約により担当する業務を誠実に行わなければならない。 

 

（事業契約） 

第５条 甲及び乙は、令和●年●月●旬を目処として、入札説明書に添付の事業契約書（案）の

形式及び内容にて、京都市会への事業契約に係る議案提出日までに、甲と乙との間で事業契約

の仮契約を締結できるよう最大限努力する。 

２ 前項の仮契約は、京都市会の議決を得たときに正式契約として、その効力を生じる。ただし、

京都市会において否決されたときは、仮契約は無効とする。 

３ 甲は、入札説明書に添付の事業契約書（案）の文言に関し、乙から説明を求められた場合、

入札説明書等において示された本事業の目的、理念に照らして、その条件の範囲内において、

可能な範囲で趣旨を明確化する。 

４ 甲及び乙は、事業契約の締結（第２項に基づく正式契約としての効力発生をいう。以下同じ。）

後も、本事業の遂行のために協力する。 

５ 本条第１項及び第２項の規定にかかわらず、仮契約締結までの間に、乙が京都市契約事務規

則の施行に関する要綱第２条に該当した場合には、仮契約を締結しない。また、仮契約を締結

した後、議会の議決があるまでに、乙に京都市契約事務規則の施行に関する要綱第２条の２に

該当する行為があったときは、当該仮契約は解除する。 

 

（不当介入の場合の報告書の提出等） 

第６条 乙は、暴力団等による暴力、脅迫及びこれらに類する手段の行使を受けたとき、又は暴

力的手段の行使による要求を受けたときその他の不当な介入（以下「不当介入」という。）が

あったときは、これを拒否するとともに、速やかに市長及び京都府警察本部長に対して報告書

を提出しなければならない。 

２ 乙は、暴力団等による不当介入により被害を受けたときは、直ちに市長に対し報告するとと

もに、速やかに所轄の警察署に対して被害届を提出しなければならない。 

 

（準備行為） 

第７条 乙は、事業契約締結前であっても、自己の費用と責任において、本事業に関するスケジ

ュールを遵守するために、甲と協議のうえ、甲の承諾を得た事項について、準備行為を行うこ

とができ、甲は、必要かつ可能な範囲で、乙の費用における準備行為に協力する。 

 

（事業契約不調の場合における処理） 

第８条 乙が契約を辞退した場合、又は京都市契約事務規則の施行に関する要綱第２条の２第１

号に該当したことを理由として仮契約を解除した場合、既に甲及び乙が本事業の準備に関して



支出した費用はすべて乙の負担とするほか、構成員は、連帯して、市営住宅等整備の対価の１

００分の５に相当する金額の違約金を甲に支払うものとし、他方、甲は何らの責任も負わない。 

２ 前項に該当しない事由により、事業契約の締結に至らなかった場合（事業契約の締結につい

て、京都市会の議決が得られない場合を含む。）、既に甲及び乙が本事業の準備に関して支出

した費用は各自の負担とする他、甲と乙との間には、相互に債権債務関係の生じないことを確

認する。 

３ 事業契約の締結に至らなかった場合において、乙は、公表済みの書類を除き、本事業に関し

て甲から交付を受けた書類及びその複写物をすべて返却しなければならない。また、乙は、本

事業に関して甲から交付を受けた書類を基に作成した資料、文書、図面、電子的記録及びその

複写物をすべて破棄しなければならない。この場合において、乙は、返却した資料等の一覧表

及び廃棄した資料等の一覧表を甲に提出するものとする。 

 

（秘密保持） 

第９条 甲及び乙は、本協定に関する事項につき、相手方の同意を得ずして、これを第三者に開

示しないこと及び本協定の目的以外に使用しないことを確認する。ただし、裁判所その他公的

機関により開示が命ぜられた場合、乙が相手方に守秘義務を負わせた上で本事業に関する資金

調達に必要かつ合理的な範囲で開示する場合及び甲が法令に基づき開示する場合は、この限り

ではない。 

 

（個人情報の取扱い） 

第１０条 乙は、本協定に基づき個人情報を取り扱う場合は、個人情報保護法及び京都市個人情

報保護条例を遵守しなければならない。 

 

（本協定の変更） 

第１１条 本協定は、当事者全員の合意による場合にのみ、変更することができる。 

 

（協定の有効期間） 

第１２条 本協定の有効期間は、本協定締結の日から事業契約の締結時までとする。ただし、事

業契約の締結に至らなかった場合は、事業契約の締結に至る可能性がないと甲が判断して代表

事業者に通知した日までとする。本協定の有効期間の終了にかかわらず、第３条第２項、第８

条、第９条、第１０条、第１１条、次条及び第１４条の規定の効力は存続する。 

 

（請求、通知等の様式） 

第１３条 本協定に基づく請求、通知、報告、説明、申出、届出、承諾、催告、要請、合意及び

協定終了告知又は解除は、相手方に対する書面をもって、本協定に記載された当事者の名称、

所在地宛に行わなければならない。 

 

（準拠法及び裁判管轄） 

第１４条 本協定は日本国の法令に従い解釈され、本協定に関する一切の裁判の第一審の専属的

合意管轄裁判所は京都地方裁判所とする。 

 

（協議） 

第１５条 本協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、必要に応じて甲と乙の間

で協議して定める。 

 

 



 以上を証するため、本協定書を２通作成し、甲及び乙は、それぞれ記名押印の上、甲及び代表

事業者が各１通を保有する。代表事業者以外の構成員においては、写しを保有する。 

 

令和  年  月  日 

        京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

 甲：     京都市 

        代 表 者 京都市長 松井 孝治            印 

 

 乙：     ● 

 

 （代表事業者） 

        所 在 地 ● 

        商号又は名称 ● 

        代 表 者 ●                     印 

 

 （構成員） 

        所 在 地 ● 

        商号又は名称 ● 

        代 表 者 ●                     印 

 

 （構成員） 

        所 在 地 ● 

        商号又は名称 ● 

        代 表 者 ●                     印 

 

 （構成員） 

        所 在 地 ● 

        商号又は名称 ● 

        代 表 者 ●                     印 

 

 （構成員） 

        所 在 地 ● 

        商号又は名称 ● 

        代 表 者 ●                     印 


